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◆活動報告

第6回アジアフードビジネス協会総会ご報告
2017年5月11日（木） 東京ベイ有明ワシントンホテル

による「マイクロインバウンド戦略」～爆買いの後のインバウンド～と第二講では株式会社ハイデイ日高取締役会
長神田正氏による「お客様も従業員も幸せにする人情経営を目指す」と題する講演が行われた。

第三部では5社によるリレープレゼンテーションが行われ、第四部では5社を中心に交流会が催された。5月号では
記念講演会を記事として取り上げた。リレープレゼンテーションは紙面の関係上6月号に掲載予定である。

フック首相訪日記念「ベトナム投資カンフ
ァレンス」およびビジネス交流会のご案内
■日時
2017年6月5日（月）
◇14:00～16:50 投資カンファレンス（12:50 受付開始）
◇17:00～18:30 ビジネス交流会

■場所
ホテルニューオータニ（東京都千代田区紀尾井町4-1）
◇投資カンファレンス：ザ・メイン宴会場階「鶴の間」
◇ビジネス交流会：ザ・メイン宴会場階「芙蓉の間」
http://www.newotani.co.jp/tokyo/access/

■主催
日本貿易振興機構（ジェトロ）、ベトナム計画投資省

■後援

経済産業省、駐日ベトナム社会主義共和国大使館、日本商工
会議所（全て予定）

■協力
株式会社三菱東京UFJ銀行、VietinBank

■参加費 ■定員
無料 1,000名

■言語
日・越同時通訳
（ビジネス交流会は日越あるいは日英逐次通訳）

■プログラム概要およびお申し込み方法
プログラム等の詳細を下記URLよりをご確認いただいた上、
お申込み下さい。
https://www.jetro.go.jp/events/bda/71f4eedd821baf66.html
◇プログラム概要
＜第1部＞オープニングセレモニーおよび基調講演
＜第2部＞プレゼンテーションおよびパネルディスカッション
＜第3部＞ビジネス交流会

ビジネス交流会に参加する訪日ベトナム企業・地方省のリス
トは下記URLから
ご参照ください。
https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Events/bda/170605Viet/VIET
NAMESBUSINESSDELEGATION170512ver2.pdf

■お申し込み締め切り
2017年5月31日（水）23：59 
※定員を大幅に上回るお申し込みがあった場合、締め切り日
よりも前に受付を
締め切らせていただくことがあります。

■お問い合わせ先
ジェトロ・ビジネス展開支援課（担当：森下、東野）
TEL：03-3582-5235 E-mail：bda-event@jetro.go.jp

第6回アジアフードビジネス協会総会が5
月11日東京ベイ有明ワシントンホテルで

開催された。当日は第一部として田中理
事長より昨年度活動報告と今年度の目標
と行動計画が発表された。今年度の重点
取組み目標としては“ヘルシーフード研究
によるインバウンドとアウトバウンド支援”
が掲げられた。近年は有機野菜や玄米を
使ったメニューが増え、ヘルシーフードへ
の需要が高まっている。加えて2020年の

東京オリンピック・パラリンピックの外国か
らの選手団や観光客向けの世界基準の
安全な食品への対応が検討され始めて
いる。このような状況を踏まえて、本年度
は有機食品、ハラール認証取得食品、
Global G.A.P.認証取得食品の情報を収

集・発信し、会員企業のインバウンド及び
アウトバウンドの支援に注力するとの発
表があった。

次いで第二部記念講演会では第一講で
和食人材プラットフォーム代表取締役社
長坂口岳洋氏


